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待され、そのインパクトは十分に期待できる。 

パキスタン政府環境省と署名された M/M においても、本プロジェクトの重点都市の１つとして

イスラマバードが明示され、衛生埋立地建設の技術支援を実施することが合意されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－３－３ 廃棄物管理に関する機材の維持管理及びオペレーション（ラワルピンディ市） 

ラワルピンディ市には、過去、日本が収集運搬機材を無償供与している。今回の事前調査では、

収集作業の現場、ワークショップ、埋立地を現地調査し、無償供与した機材の活用状況を調査し

た。短時間の調査ではあるが、これらの施設を踏査した限りでは、供与した機材は有効に活用さ

れていることが観察された。 

ゴミの収集作業現場では、供与した収集機材を使って収集が実施されている。手慣れた作業状

況から、毎日の収集作業車両機材として無償供与収集車両が活用されていることが容易に推測さ

れた。ワークショップには、故障した車両の放置は見られなかった。予備部品類は、保管棚類に

きちんと整理保管されていた。埋立地では、ブルドーザー等の重機がゴミの転圧・覆土作業に動

き回り、覆土用土砂の運搬用トラックも忙しく動いていた。観察した限りにおいては、機材類の

故障や破損は観察されなかった。このことから、無償供与された埋立用重機類等は適切に活用さ

れていると推測された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 新埋立地建設アセスメント公聴会 図－６ 新埋立地建設アセスメント公聴会

図－７ ゴミの収集作業 図－８ 予備品類の整理・保管の状況 
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図－９ 埋立地でのゴミの展開の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ラワルピンディ市には、以前、車両整備の青年海外協力隊員が派遣され、効果をあげたといわ

れる。おそらく、その効果が一定程度持続していると思われる。一方、ワークショップに保管さ

れている整備機器類を見ると、車両の整備に活用すべき機器類の活用が一部には十分ではないと

思われる点も観察された。無償供与された車両類の活用を持続し、適切なメンテナンスを維持す

るには、再度、車両整備の青年海外協力隊員やシニアボランティア等を派遣し、メンテナンス担

当者の技術定着を図り、良好なメンテナンスを持続して、無償供与車両の末永い活用を図ってい

くことが望まれる。 

 

３－３－４ 廃棄物管理における市民啓発の取り組み 

今回訪問したパキスタンのいずれの都市においても、市民の意識啓発の重要性が関係者から聞

かれた。調査したいずれの都市においても不適切な投棄によるゴミの散乱、排水路・河川などへ

のゴミ投棄による汚染、側溝などの雨水排水路のゴミ投棄による雨水排除の機能低下、下水排水

路へのゴミの投棄による下水排除機能の低下が見聞きされた。市民・事業者等のモラルの向上が

求められる。 

いずれの都市においても、各都市・地域で不法投棄・ポイ捨ての防止などの市民啓発キャンペ

ーンが必要と思われる。今回面会した各都市の担当者も市民啓発の取り組みの重要性に言及して

いた。今回のヒアリング調査では、CDA が過去に街頭キャンペーンを実施したことも情報として

集まった。 

一般的に、開発途上国では多くの人員を動員して道路清掃が行われている。廃棄物管理予算の

大部分は道路清掃とゴミの収集運搬に費やされているのが通常である。パキスタンにおいても道

路清掃は多くの人力を投入して実施されている。一部、道路清掃車も投入されている。この多数

の人員投入は、未熟練労働者の雇用確保という面では貢献しているが、効率的な街の美化・清掃

の維持の観点からは課題点も見られる。もし、市民のモラルが向上し、ポイ捨てが減少すれば、

道路清掃に投入する人員・予算を減らすことも可能になると考えられる。 

 また、3R推進には、ゴミの分別等で市民の参加協力が不可欠であり、その面でも意識啓発は重

要である。 

 本プロジェクトの本邦研修等の機会にプロジェクト参加都市が廃棄物管理の市民啓発の取り組

み方法を学び、自らの都市で実践していくことがパキスタンの廃棄物管理改善に効果的であると

考えられる。 

図－10 埋立地へのゴミの搬入作業 
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第４章 プロジェクトの概要 
 

４－１ 基本計画案 

４－１－１ 上位目標 

 地方自治体（県／市や郡）における廃棄物管理の改善を通じて、より良い環境がパキスタンに

おいて実現される。 

 

４－１－２ プロジェクト目標 

モデルとしてプロジェクトを実施する９ヵ所の地方自治体（県／市）（*）において廃棄物管理

能力が向上する。 

(*)９ヵ所の地方自治体は、イスラマバード市、ラホール市、カラチ市、ペシャワル市、クエッ

タ市、ラワルピンディ市、ムルタン市、サッカール県、ファイサラバード県。以下「モデル

自治体」と省略。   

  

４－１－３ 成 果 

１．廃棄物の収集・運搬の効率が高まる。 

２．衛生埋立が導入される。 

３．廃棄物管理に関する機材の維持管理と操作が適切に行われる。 

４．住民啓発の取り組みが計画され、実施される。 

 

４－１－４ 活 動 

１－１ 廃棄物の効率的な収集・運搬に関する本邦研修が実施される。 

１－２ 廃棄物の効率的な収集・運搬に関する事業改善計画案が研修参加者により作成される。 

１－３ ラホール市に対する Time & Motion Study の実地指導が短期専門家により実施される。 

１－４ モデル自治体職員に対する Time & Motion Study に関する現地研修が、ラホール市におい

て短期専門家により実施される。 

１－５ モデル自治体において、廃棄物収集・運搬状況の改善の進捗状況について、コンサルタ

ントによるモニタリングが実施される。 

１－６ Time & Motion Study の実施結果及び収集・運搬に係る改善状況について、連邦環境保護

庁他関係機関に対しラホール市から報告がなされる。 

２－１ 衛生埋立地の設計、既存埋立地の改善に関する本邦研修が実施される。 

２－２ 衛生埋立地の設計、既存埋立地の改善に関する事業改善計画案が研修参加者により作成

される。 

２－３ イスラマバード市に対する衛生埋立地建設についての指導が短期専門家により実施され

る。 

２－４ モデル自治体職員に対する衛生埋立に関する現地研修が、イスラマバード市において短

期専門家により実施される。 

２－５ モデル自治体において、衛生埋立の導入及び既存埋立地の改善の進捗状況について、コ

ンサルタントによるモニタリングが実施される。 

２－６ 衛生埋立地建設の経過について、連邦環境保護庁他関係機関に対しイスラマバード市か
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ら報告がなされる。 

３－１ 廃棄物処理に必要な機材の維持管理と操作に関する本邦研修が実施される。 

３－２ 廃棄物処理に必要な機材の維持管理と操作に関する事業改善計画案が研修参加者により

作成される。 

３－３ ラワルピンディ市に対する機材の維持管理と操作についての指導が短期専門家により実

施される。 

３－４ モデル自治体職員に対する機材の維持管理と操作に関する現地研修が、ラワルピンディ

市において短期専門家により実施される。 

３－５ モデル自治体において、機材の維持管理と操作の改善の進捗状況について、コンサルタ

ントによるモニタリングが実施される。 

３－６ 機材の維持管理と操作の改善状況について、連邦環境保護庁他関係機関に対しラワルピ

ンディ市から報告がなされる。 

４－１ 廃棄物処理分野における住民啓発の取り組みに関する本邦研修が実施される。 

４－２ 住民啓発に関する事業改善計画案が研修参加者により作成される。 

４－３ モデル自治体において、住民啓発の取り組みが実施される。 

４－４ モデル自治体において、住民啓発の取り組みについてコンサルタントによるモニタリン

グが実施される。 

 

４－１－５ 投 入 

短期専門家：衛生埋立建設指導 3.75MM、衛生埋立技術指導 2.75MM、収集量調査指導 

1.0MM、衛生埋立運転管理 2.0MM、廃棄物管理 1.0MM、機材維持管理 3.0MM 

国 別 研 修：廃棄物埋処理対策 1.25M×10 名×３回 

廃棄物行政 0.5M×3名×1回 

技術情報支援：福岡大学及び福岡市などからの研修講師陣などによる技術的サポート 

機材：ゴミ計量器（イスラマバード、ラホール） 

  （*）対象の地方自治体の能力を十分審査し、2007 年 5 月までに供与の要否を決定。 

 

４－１－６ 協力期間 

2006 年 11 月中旬～2009 年 3 月 31 日 

 

４－２ 研修コースの方向性・内容 

 現地調査の結果を踏まえ、当該研修コースにおいては、廃棄物処理対策として廃棄物の収集・運搬、

廃棄物資源化技術（生ゴミのコンポスト化、資源化活動）、環境整備、環境啓発など、他国の埋立場

改善事例、発展途上国における廃棄物処理対策等を習得する。また、研修実施機関である福岡市が福

岡大学との共同研究で開発した「準好気性埋立構造（福岡方式）」技術を有していることから、技術

研修を通して基本コンセプトについても学び、廃棄物処理問題の総合的な解決に役立つ研修を実施し

技術者の養成をめざす。 
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４－３ その他プロジェクト実施に係る留意点 

本プロジェクトは、在外主管プロジェクトとして、JICA パキスタン事務所が主体となって、プロ

ジェクトの形成・遂行を実施する。本プロジェクトでは、専門家の派遣は年 4回、プロジェクト全体

期間で計 9 回の派遣で計画されているが、現地滞在期間が 1～2 週間であり、その活動はおのずと限

定的となる。このことから、研修参加者のアクションプラン実施状況やイスラマバード、ラホール、

ラワルピンディという 3 つの重点都市のプロジェクト進捗状況のモニタリングを現地コンサルタン

トの雇い上げで実施する計画としている。このような本プロジェクトの枠組みの特徴から、パキスタ

ン事務所がプロジェクト関係機関の調整、プロジェクトの進行管理、モニタリング等の要として機能

することが望まれる。 

本プロジェクトでは、3回のワークショップ／セミナー開催が計画されているが、ワークショップ

／セミナー開催の事前準備等には、別途、ローカルコンサルタントを雇い上げることもワークショッ

プ／セミナー開催をスムーズに実施するうえで有益と考えられる。 

 

(1)国内研修 

廃棄物埋立地オペレーションに関する既存教材が見あたらないことから、日本での技術開

発・経験を生かし、開発途上国での廃棄物埋立地オペレーションに関する英語版の教材を開発

することが必要と考えられる。 

パキスタンは、イスラム国家の１つであり、国民は敬虔なイスラム教徒である。日本で、研

修に参加する場合の生活上の制約のひとつに食事の問題がある。研修に打ち込める環境を提供

するためにもマンスリーマンションの借り上げを検討すべきと考えられる。 

研修成果をあげるうえで、財団法人日本国際協力センター（JICE）担当職員の貢献は重要で

ある。JICE 研修監理員は、日本語による講義の通訳を行うため、廃棄物分野の専門用語に精通

した適切な担当人材を選定することも研修の成果をあげるうえで留意すべき事項であると考え

られる。 

 

(2)専門家派遣 

本プロジェクトでは、JICA は、以下の 3 つの事業を技術的に支援するために、計 9 回の短期

専門家派遣（派遣期間は、1回につき 1～2週間）を行うこととされている。 

① 新廃棄物埋立地建設（イスラマバード首都開発局） 

② Time & Motion Study を通しての廃棄物の収集運搬効率の改善（ラホール市） 

③ 廃棄物管理に使用する機材や車両の適切な運用と維持管理の導入（ラワルピンディ市） 

 

①の CDA の新埋立地建設事業支援について 

衛生埋立地の建設・運営・モニタリングの一般的な技術的事項に関しては、本邦研修で

カバーすることとされているが、CDA はこれまで衛生埋立地建設の経験がなく、新しい衛

生埋立地の設計・工事・運営・モニタリングに際しては、具体的な助言が効果的であると

考えられる。実際、埋立地設計・工事・運営管理の実務的な能力は自らが担当することに

より、身に付くものであると考えられる。この点、事前調査時に、CDA と面談した際にも、

コンサルタントの設計図を CDA 自らが精査することは困難であることから、具体的な助言

を求められた。調査団は、実施設計案に関して、いくつかの重要なコメントを行ったが、
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改善策を具体的に図面で提示しないと、実施設計の改善は難しいとみられる。したがって、

CDA への専門家派遣と並行して、助言実施に必要な図面作成が不可欠である。図面作成は

民間のコンサルタントへ発注しないと不可能であり、専門家派遣とは別に図面作成等の費

用発生を考慮すべきと考えられる。 

 

②Time & Motion Study を通しての廃棄物の収集運搬効率の改善（ラホール市） 

専門家派遣計画案では、2007 年 8 月にラホール市で Time & Motion Study の実施とワーク

ショップ／セミナー開催を行うこととしている。前述のように、専門家の現地滞在期間が 1

～2週間であり、その活動はおのずと限定的となることから、ワークショップ／セミナー開

催準備にあたっては、別途コンサルタントを雇い上げることも検討すべきと考えられる。

また、JICA とラホール市当局がその開催に合意しておくことが重要であると考えられる。

そのうえで、JICA パキスタン事務所が関係機関の調整、進行管理の要となることが望まれ

る。 

 

本プロジェクトの実施に関しては、福岡大学・福岡市の研修受入れや専門家派遣等技術面での協力

を想定してプロジェクトを実施していくこととされている。本プロジェクトは、2009 年 3 月までの

長期にわたるプロジェクトであり、本プロジェクトの実施協力に関する福岡大学並びに福岡市のコミ

ットメントを明確にしておくために、JICA と福岡市・福岡大学間で本技術協力の実施協力に関する

覚え書き等の合意文書をそれぞれ締結しておくことも検討に値すると考える。 

 



付 属 資 料

１．先方からの要請書

２．協議議事録（Ｍ/Ｍ）

３．Questionnaire（パキスタン政府への質問票）
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